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子ども家庭部保育課
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100市区調査における小金井市のデータ

①入園決定率（新規入園者数÷新規入園申込者数）

小金井市87.1%

保育園を考える親の会「100都市保育力充
実度チェック」調査データによる。100市
区とは首都圏の一部の市区と全国政令市。
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②公設公営設置率（公設公営園数／公私立保育所数） *分園除く

100市区平均 17.7％ 都内45市区 18.1%
小金井市 11.4％

＜参考＞100市区合計での民営化件数（公設民営化・民設民営化）

100市区調査における小金井市のデータ

小金井市 0件
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③園庭保有率（敷地内に基準を満たす園庭を保有する認可保育所の率）

*分園含む

100市区平均 70.1％ 都内45市区 59.2％

小金井市 38.6％

＜参考＞都下22市の園庭保有率の推移

100市区調査における小金井市のデータ
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④0歳児の面積基準（特別対策事業時の5㎡／人を維持できているか）

国基準 0−１歳児：3.3㎡ 2歳児以上児：1.98 ㎡

東京都旧基準 0歳児：5㎡ １歳児：3.3㎡ 2歳児以上児：1.98 ㎡

小金井市 国基準

＊0歳児はほふく（ハイハイ）スペースが必要という考え方から5㎡に設定されてい
たが、1997年の０歳児保育一般化のときに国は0歳児保育の普及のために3.3 ㎡に切
り下げた。東京都は5㎡としてきた旧基準を2005年度までで廃止したが、都内の市
区では質確保のため独自施策で5㎡を維持した自治体も多い。

＜参考＞100市区の0歳児の保育室面積基準の状況

100市区調査における小金井市のデータ

集計範囲 ５㎡を維持
（うち私立を除く）

国基準
（3.3㎡）

その他（国基準

を下回るなど）

無回答

100市区 32(3) 57 10 1

東京23区 12(2) 11 0 0

都下22市 14(1) 8 0 0

小金井市 3.3㎡ 6
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④障害児保育実施率（障害児受入れ可能園の割合）

全認可保育園中、障害児の受け入れ体制がある認可保育所
の割合

【利用者に関わるその他のデータ】

・延長保育平均分数（未実施園も含めた平均延長分数）

小金井市 86.5分 100市区平均 79.6分

・1歳児保育料中間額（家計年報の平均世帯年収での保育料額）

小金井市 18,800円 都下22市平均 26,200円

100市区調査における小金井市のデータ

公設公営 公設民営 私立 全体平均

100市区 99.5% 96.9% 93.2% 94.4%

小金井市 100% - 76.9% 79.5%
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⑤巡回支援指導事業の実施の有無（自治体の保
育の質向上策）

100市区中61市区が何らかの形で実施

小金井市 実施なし

＊国は、保育施設での不祥事や保育士の大量退職の
頻発などをふまえ、保育園等の質の確保・向上のた
めに、保育施設に巡回支援を行う事業を強化してい
る（2024年4月17日事務連絡）。

100市区調査における小金井市のデータ
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「西東京市 保育園あり方検討専門部会まとめ」①
（ H29.12.22 「西東京市公立保育園のあり方について (答申)」の下地）

「２ー（１）公設公営保育園の特性」（要約・抜粋）

ア 経験を積んだ人材を保有していること。人材の確保や定着がしやすい
雇用の安定性を有していること。

イ 市の組織力を活かし、地域の緊急的支援ニーズにも対応できること。

ウ 市の直営施設として、行政部門と直結しながらの横断的な連携が可能
であること。

エ 機能を恒常的に維持できること。
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「西東京市 保育園あり方検討専門部会まとめ②
（ H29.12.22 「西東京市公立保育園のあり方について (答申)」の下地）

「２ー（２）公設公営保育園の役割」（要約・抜粋）

ア 直営保育園として蓄積してきた知識・経験・ノウハウを活かす保育を
行い、地域に還元するとともに、地域のニーズをとらえるアンテナとして
機能する。

イ 児童福祉課題をかかえる子ども・家庭の支援機関として、その人材力
と組織力を活かして多様で懐の深い地域のセーフティネットとして機能す
る。

ウ 市には保育事業が多様化する現状に対応し、保育の質を担保する責任
がある。地域の保育施設の調整役となって連携・協働を促すとともに、こ
れまで培ってきた蓄積を活かして必要な支援を行う。また、民間園では十
分に対応ができない難度の高い役割については、直営園が積極的に担う。
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「西東京市 保育園あり方検討専門部会まとめ③
（ H29.12.22 「西東京市公立保育園のあり方について (答申)」の下地）

「３ 公設民営保育園の民設民営化」（要約・抜粋）

（普光院注）2006年度からの10年間で７園の公立保育園を公設民営化して
きた。（注 2017年答申当時の西東京市の認可保育園数は34園、うち公設
公営10園。2023年度は、41園・10園で、公設公営設置率24.4％）

西東京市の財政状況は非常に厳しい状況にあるため、今後さらなる待機児
童対策を進め、地域の子育て支援機能を強化していくためには、財政削減
効果が減少している公設民営園７園について、民設民営化（民間移譲）を
進めることが有効。

（理由）

・民間立にすることによって、運営費に国や都の国庫負担金が得られる。

・施設の維持・更新に国や都の補助金が得られる。
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「西東京市 保育園あり方検討専門部会まとめ④
（ H29.12.22 「西東京市公立保育園のあり方について (答申)」の下地）

「４ 今後のさらなる議論に向けて」（要約・抜粋）

・公立保育園の役割として挙げたものも、すでに民間で取り組まれ
ているものもあり、公民が分担、協力していくことが望まれる。

・公設公営園の役割を実現するための職員確保のために、公設公営
園の民設民営化も検討。

・現在、子育て支援センターを併設する基幹型公立保育所は５ブ
ロックに１か所設置されているが、今後はブロックを８ブロックに
細分化することも検討。→その後、方針変更あり（次コマ）

＊子連れでの利用の困難性や、母子保健施策と連携した個別訪問等のアウ
トリーチなども視野に入れる。
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「西東京市 保育園あり方検討専門部会まとめ」
にかかわるその後の方向性

• 西東京市第３次総合計画（2024-2033）p48

• 「学校が地域のキーステーション」であるとの認識のもと、学校を核としたまちづくり

を進めており、学校には、多様な世代や属性の人が集う「きっかけ」や、災害時におけ

る防 災拠点などの多様な機能があります。 こうした視点を踏まえ、歩いて行ける距離

や市内全体の公共施設の配置バランス等を考慮し つつ、中学校を中心とした半径

1,200m 程度の範囲を「中学校区」としてまちづくりを進めていきます。

• 西東京市公共施設等総合管理計画（2024-2033）69p

• 公立保育園については、今後、基幹型保育園(地域子育て支援センター併設の保育園)に

位置付け、中学校通学区域に 1 か所の配置を検討するとともに、障害児保育・医療的

ケア児等の支援が必要な児童の受入れの充実を図ります。また、地域の子育て支援拠点

として在宅で子育てをする家庭への支援・相談機能 の充実を図るため、施設更新に当

たっては、中学校との複合化を基本に検討します。

＊西東京市の公立中学校数 ９か所
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＜参考＞公立保育所の役割についての他自治体の検討例
世田谷区

•区立保育園は、保育所保育指針に基づき養

護と教育を一体的に行いつつ、地域におけ

る身近の公設の児童福祉施設（保育所）と

して、「子どもの育ちのセーフティネッ

ト」としての役割を行政の責任のもとで担

い、すべての子どもの安全と健やかな育ち

を保障する。（民間施設と連携・協力）

• 地域全体の保育の質の維持・向上に努め

る

• より質の高い教育・保育の提供に先進的

に取り組む

•虐待予防や早期発見・対応のための専門

性や対応力を高め、継続的な見守り、支

援を行う

•特別な配慮や医療的ケア等を必要とする

子どもや保護者への支援

•地域子育て支援機能の充実

•災害時や緊急時におけるセーフティネッ

トとして機能 （普光院要約）

西東京市（主に後日作成資料から）

•地域全体の保育の質の確保

• 民間施設との連携、交流促進

• 保育士による相談対応、巡回訪問

•保育のセーフティネット

•特別な対応が必要な子ども、不適切な養

育や児童虐待等への対応、他機関との連

携

•民間施設に緊急事態があった場合の児童

の受け皿

•災害時の地域の子ども・保護者の受け入

れ

•在宅子育てをする家庭への支援

•在宅子育て家庭の状況の把握、施設の開

放、専門職の相談・助言、他の公的機関

へのつなぎ役

• 保育行政を担う人材の育成

•現場実践に基づいた支援を行える職員の

育成、評価、監査、指導、施策の立案が

行える人材の育成（普光院要約） 14

無断転載禁止


